
参考（分類基準に関するもの）   

分類基準を考えるに当たらての参考例を以下に示す。   

例示した事項はあくまで各地域で分類基準を策定する際の参考例となる  

ものである。したがって、どの事項を採用するかは地域の実情に応じて決定  

されるべきものであり、全ての事項について分類基準を策定しなければなら  

ないというものではない。  

①  脳卒中疑い  

・・脳卒中については、治療が開始されるまでの時間が、予後に大きく   

影響を及ぼすため。  

・ さらに、脳梗塞について、迅速に治療を開始するために、医療資源  

の状況に応じて  t－PA適応疑い  を分類することも考えられる。  

②  心筋梗塞（急性冠症候群）疑い   

心筋の虚血があった場合には、再濯流療法を始めとした治療が開始  

される享での時間が、予後に大きく影響を及ぼすため。  

特徴的な胸痛はないが、心電図所見や不快感等その他の症状により  

心筋梗塞（急性冠症候群）が疑われる場合があることから、  重症度t  

緊急度が高い胸痛   に含めることは適当ではないとの考え方もある。  

③  重症度・緊急度が高い胸痛  

心筋梗塞（急性冠症候群）を疑う主な症状の一つとして胸痛がある  

が、必ずしも心筋梗塞（急性冠症候群）を疑う典型的な所見がない胸  

痛もあり、その中には大動脈解離等、緊急性の高い傷病が含まれるた  

め。  

胸痛と共に強烈な痛み、背部の激痛がある場合等。  
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重症度・緊急度が高い外傷  

高車ネルギ「外傷等、受傷機転（辛が高度に損傷、辛から救出され  

ている場合等）から重症化を予測し、適切な医療を提供する必要があ  

るため。  

⑤  重症度・緊急度が高い熱傷  

熱傷の重症度判定基準（Ar t zの分類）等による、重症度が高い  

傷病者については特に、適切な医療を提供する必要があるため。  

以下の状況等。  

Ⅱ度30％以上  

Ⅲ度10％以上、もしくは顔面・手足一陰部のⅢ度熱傷  

気道熱傷、広範囲の軟部組織の外傷、骨折の合併  

化学熟傷、電撃傷  

⑥  重症度・緊急度が高い中毒  

発生状況から明らかに誤飲・誤食等が疑われる場合だけでなく、原  

因がよく分からない意識障害の場合等、急性中毒を疑って、適切な医  

療を提供する必要があるため。  

毒物、医薬品、農薬、麻薬等を摂取した疑いがある場合、何を飲ん  

だか不明である場合、集団で発生している場合等。  

傷病者の生命の危機に関連する可能性があるため。  

重積発作がある場合等。 

意識障害や呼吸困難の分類基準を策定し、その中で対応するという  

考え方もある。ただし、意識障害や呼吸困難について分類基準を策定  

し、広く特定の医療機関で受け入れるという考え方がある一方で、意  

識障害や呼吸困難については、様々な要因により起こる症状であるこ  
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とから、特に、他の症状等とあわせて総合的に判断すべきであり、  

卒中疑い  心筋梗塞（急性冠症候群）疑い  等、その他の分類基準  

の中で対応すべきとの考え方もある。  

⑨  消化管出血   

消化管出血（吐血一下血と血便）については、急変する場合も念  

頭に、緊急内視鏡検査の対応が必要となる場合があるため。  

大量の出血、肝硬変の既往がある場合等。  

‾⑩  重症度一緊急度が高い腹痛（急性腹症）  

緊急手術が必要となる可能性があるため。  

腹壁緊張がある場合等  

○ 参考＝救急搬送における重症度一緊急度判断基準作成委員会報告書  

救急搬送における重症度・緊急度判断基準作成委員会報告書  
（平成16年3月（財）救急振興財団 委員長：島崎修次杏林大学教授）  

※救急隊員が活用しやすいよう、心疾患や脳血管障害等の疾患別Ⅶまなく、症状を中心に10種類の重症度・  
緊急度判断基準を作成。  

外傷  熱傷  中毒   意識   胸痛   呼吸   消化管 血  腹痛  周産期  乳幼児   

障害  困難   出  

意識：JCSlOO以上  意数、I呼吸、  
呼吸：10回／分未済又は30固／分以上、呼吸音の左右差、異常呼吸  
脈拍：120回／分以上又は50回／分未済  

脈拍、血圧、  
生理学  SpOZ朝こつ   

的評価   
血圧：収縮凱血圧90mmHg未満又は20QTlmトk以上  いて新生児、  
SpO之：9α場末満、  乳児、幼児に  
その他：ショック症状  等  分けて基準  
※上記のいずれかが認められる場合  を設定   

・気道熱傷  ・毒物摂職  ・進行性の  ・チアノーゼ  ・チアノーーピ  ・肝硬変  ・腹壁緊張  ・大王の性  ・出血傾向  
・他の外傷ロ  ・よ薬等  意敵陣害  ・20分以上  ・起坐呼吸  ・高度脱水  ・高度脱水  出血   ・脱水症状  

症状等  
併の熱傷  ・有毒ガス  ・重機痙攣  の胸部痛、  ・著明な咄  ・正妻殿  ・吐血、下  t鹿紳輔  ・玉東の黄痘  
・化学熱傷  ・覚醒剤、  ・頭痛、嘔吐  絞振痛  ・努力呼吸  ・高度貧血  ・高度貧血  ・呼吸困難  ・痙攣持続  
・t軸  麻薬   ・血圧左右  ・喀血  ・頻回の嘔  ・妊娠の可  

等  性 等   

・栃骨折  

解剖学  
的評価  

・四肢切断等  

・車外へ放出  

受傷    ・手の横転 ・高所墜落  

機転     ・機械孝具によ る巻込  
きみ  

報告手を基に消防庁で作成した概要  
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以下、実際に傷病者の搬送及び受入れの実施基準を定め運用している堺  

市域二次医療圏（拡大メ子イカルユントロ＝ル協議会（仮称））の例を表す。 

救急隊名  
棚倉∧リアークシー．′ 皮虎乱姻■  

l寛恕岬時 平成 年 月  日  博 分   
医療機   関到着日時 平成 年 月  日＝  時 分  1搬送先医療機関 

傷病者情報l氏各：  
I 

箋淘彊撚淑崩   評 人  ー 飯   Ⅴ、‘薄≦、‘            w、－石ゝズ∫っ▼よ●鬼窪ミ肘＝＝二、｝1  
脈拍触知挺す  ⊂】二    惣  口  
生  読蒜愕欝輌  
理  【ユ    淀  ロ 
琴  お以上   D    ［］ 
的   ro未満30以上   □    素完  □ 
鱒  如未満   

価   如来浦1如以上   

鵬期血圧＝（  ） 叫未満   

□男・□女、眈ts，出  年 月  日生（ 歳） Ⅶ：  

嶺細セ，モ如■B に叫・・■l竺㌘革叫クー  
l彗空】 ・空聖 寧L  

触． ＝（ ）  頭℃未満40℃以上   【コ    さ幣≡  口 れ†宅〉  
重症不整脈  ロ．  譲毎  麟  □  

）    ロ  ＝＝‡：㌻㌻□   

l  

l  l  

〉    ロ  ∴・泊   
由⊆ 三（，ロA．口B．・□Cれ □D・）  収蓉決定まセめ医療鍼由べの依頼回無＝（ 回） 

＃：Cめ活用Lた場合   病院；□依頼せず／□収容可／口収容不可・不応需理由→  
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・■：－■・－■■■■－」■■一－■－■■J●－■→一．’Jhこ．＿＿●．＿」＿．＿＿－■i＿－■－＿．’＿」■  

l‾‾‾‾‾■●‾‾1‾■‾‾■ト■■■－■J■■■－－－■－－－－－■  

l■l ー・－－－－．＿＿●＿＿．＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿－＿■－一】＿－＿＿＿．■＿l   

怠．  病闊または診斯名：   処置：  

オ  ロ 帰宅  ロ外来死亡  □．入院  口 同日館送千束  

率   
入時艶中経当  診療科； 主輸医： 

入  
院  額頚部（ ）、顔面（ ＝）．、胸葡（ ．）  、腹部（．）、四肢常盤ぐ ）、体表（）  
IS／Pi  一： 予測生存畢（P－亭ト；  

主たる冷泉  ロ保存的玲表  口関頭術 日劇牌沸腹術≡  ロT逓 □観血的勤固定術■ ロ その他   

退院泊 年  月  日   
転  ロ員宅退院、  ロ転院．   ロ死亡  

坪  
回答 回答部署：   回答者：   
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厚生労働省＝周産期医療と救急医療の確保と連携に関する懇談会報告書  

～周産期救急医療における「安心」と「安全」の確保に向けて～  

（平成21年3月4日）  

＜概要＞   

◆救急患者搬送体制の垂備   

・救急患者の病態に応じた搬送・受入基準を作成   

・重症患者に対応する医療機関を定め、地域の実情に応じた受入迅速化、円  

滑化の方策を検討■実施   

・県境を越えた医療機関との救急搬送ネットワークを構築   

◆搬送コーディネーター配置等による救急医療情報システムの整備   

・情報通信技術の活用等により周産期救急情報システムを改良  

■ 搬送コーディネーターを地域の中核医療機関又は情報センター等に配置   

◆地域住民の理解と協力の確保  

■ 地域住民への情報公開  

・ 地域住民の啓発活動  

住民主催の勉強会の開催など地域住民による主体的な取り組みを支援し、  

住民とともに地域の周産期医療を守っていくことが重要。   

◆対策の効果の検証と改良サイクルの構築  

一 搬送先決定までの時間等のデータを収集し、地域ごとの実績を定期的に公  

表  

■ 周産期救急医療を救急医療対策の中に位置づけるよう、医療計画に関する  

基本方針を改正  

＜本文＞  

4 救急患者搬送体制の整備  

（1）母体搬送体制  

母体搬送には、妊産婦救急のための搬送と胎児及び出生後の新生児の治療の   

ための搬送がある。特に母体救命救急に対しては、病態に応じた搬送体制の整  

備が急がれ、以下の対応が求められる。   

・専門家が医学的見地から十分に検討した上で、救急患者の病態に応じた搬  

送基準を作成する。同時に施設間転送と救急隊による直接搬送それぞれにつ  

いての手順を定める。   

・周産期母子医療センターは、上記の基準に照らして救急患者の病態に応じ  

た受入基準を作成するとともに、対応可能な病態を公表する。  

■ 周産期母子医療センターは、自院の体制を踏まえ、救急患者の受入れが円  

滑にできるよう関連診療科と綿密に協議し、連携を図る。  
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脳神経外科等の関連診療科を有しない周産期母子医療センターについては、  

近隣の救命救急センター等といつでも連携できる体制を整える。  

都連府県は、周産期医療協議会、救  急 医療対衰協藷套やメデ1カルコント  

ロール協議会といった医療関係者や消防関係者が集まる協議会等を活用し、  

周産期に関連する救急患者の受入先の選定、調整及び情報提供のあり方等を  

検討する。消防機関の搬送と病院前救護の質向上のためには、メディカルコ  

ントロール体制の確保が重要であり、メディカルコントロール協議会に周産  

期医療関係者も参画するなど、メディカルコントロール協議会においては周  

産期医療との連携に十分配慮する。   

一 都道府県は、救急患者の搬送及び受入基準の運用にあたり、必要に応じて、  

重症患者に対応する医療機関を定める等、地域の実情に応じた受入の迅速化、  

円滑化の方策を検討し、実施するとともに、そのために必要な医療機関に対  

する支援策を行う。  

（2）新生児搬送体制  

NICUのない施設や自宅で出生に至った低出生体重児などを搬送する新   

生児搬送体制についても整備を強化する。また、新生児の迎え搬送、三角搬送、   

戻り搬送などを担う医師等の活動を適正に評価する。都道府県が主体となって   

新生児搬送や母体搬送に対応できるドクターカーを備え、併せて運転手、搬送   

担当医師及び看護師を確保する。その場合、ドクターカーの設置施設及び搬送   

の具体的な運用等については都道府県の周産期医療協議会で検討する。  

（3）広域搬送体制  

地域の必要性に応じて、県境を越えた医療機関及び救急隊との救急搬送ネッ   

トワークを構築する。  

関係する都道府県及び周産期母子医療センター、周産期救急情報システムの   

役割については周産期医療対策事業の見直しの中で、明確にする。  

広域搬送に際しては、救急医療用ヘリコプターや消防防災ヘリコプター等を   

活用した搬送体制を検討する。更に、県境を越えた搬送症例においては、家族   

の利便性の観点から、また母親が児に接する機会を増加させる意味でも戻り搬   

送の必要性は高く、これに対する休制整備を推進する。  

（4）戻り搬送  

総合周産期母子医療センターが受け入れた妊産婦及び新生児を、状態が改善   

し搬送元医療機関での受入が可能になった時に、搬送元医療機関等に搬送する   

体制（戻り搬送）を促進する。この時、病院及び家族の経済的負担を軽減する   

ための対策等も検討する。  

http：／／www．mhtw．go．jp／shingi／2009／03／so305－7．html  
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厚生労働省：重篤な小児患者に対する救急医療体制の検討会  

中間取サまとめ（平成2－1年一7片8日▼）  

1小児救急患者の搬送と受入体制の整備について   

小児科医を構成員に含む協議会を都道府県に設置して、小児救急患者の搬   

送及び受入れの実施基準を定める必要がある。その実施基準の中で、消防   

機関が小児救急患者の緊急度や状況を確認するための基準を策定する必要   

がある。   

小児救急患者の受入体制について、医療計画の中に明示し、住民にわかり   

やすく伝える必要がある。  

2 小児の救命救急医療を担う救命救急センターの整備について  

救命救急センターの実施要綱における小児救急専門病床の要件について   

は、本検討会での議論に基づいた見直しが必要である。  

また、小児の救命救急医療を担う救命救急センターにおける医療の質の確   

保や実績の評価については、今後関連する情報を集め、専門家による検討   

が必要となるとともに、そのような機能や評価に応じた適切な支援が求め   

られる。  

3 小児の救命救急医療を担う小児専門病院■中核病院等の整備について   

小児の救命救急医療を担う小児専門病院・中核病院等については、従来の救命  

救急センターの小児救命救急部門と同等の機能を有する「小児救命救急センター  

（仮称）」として、必要な支援を行っていく必要がある。  

4 小児集中治療室の整備について   

小児集中治療室については、財政的支援が充分でないことを一因として整備が  

進んでいない状況にあり、今後は、整備を推進するための支援の充実が必要であ   

る。   

今後は、小児の救命救急医療体制の中で集中治療室が受け皿として普及すること  

が求められており、そのためには、小児の集中治療を担う医師の確保・養成が必要  

である。また、小児集中治療室に必要とされる小児科医、麻酔科医や専門とする看  

護師の要件等について、前出の「小児集中治療室設置のための指針」を参考に、質  

の確保と量の拡充の視点から、更なる研究を行う必要がある。さらに、各地域にお  

いて、小児集中治療室を整備する医療機関や必要な病床規模について、地域の実情  

に応じて実現に向けた検討をしていく必要がある。  

http：／／YW．mhlw．go．jp／shingi／2009／07／so708－3．htmt  
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厚生労働省：今後の精神保健医療福祉のあり方等に関する検討会「精神保  

健医療福祉の更なる改革に向けて」－（平成2十年9丹24日） 

（3）改革の具体像  

①地域生活を支える医療機能の充実・強化  

ア精神科救急医療体制の確保   

○地域の実情を踏まえつつどの地域でも適切な精神医療を受けられる体制の  

確保を図る観点から、都道府県による精神科救急医療体制の確保等について、  

制度上位置付けるぺきである。   

○精神科救急医療システムの基礎的な機能について、都道府県等がモニタリン  

グを行い、適切にシステムを運用できるよう、国が指標を設定し評価を行う  

とともに、都道府県等が基礎的な機能を超えた優れたシステムを構築する際  

にも、財政的な支援の充実を図るべきである。   

○精神科救急情報センターが、精神科救急と一般救急との連携・調整や、精神・  

身体合併症患者の紹介の機能を果たすよう、機能強化及び医療関係者への周  

知を図るべきである。   

○都道府県において救急患者の搬送t受入ルールを策定することとする消防法  

の改正（平成21年）が行われたことを踏まえ、当該ルールにおいて、精神・  

身体合併症患者も対象とするよう促すことについて検討すべきである。   

○ さらに、一般病床における身体合併症患者の診療体制を確保する観点から、  

精神疾患と急性期の身体疾患を併せ持つ患者に対する精神科リエゾン診療の  

充実について検討すべきである。（再掲）  

また、一般救急医療機関に搬送された重篤な身体合併症を有する精神疾患  

患者への診療体制を確保する観点から、救命救急センター等における精神医  

療の確保や、救命救急センター等から他の総合病院等の精神科医療機関への  

転院の円滑化のための方策についても検討すべきである。  

イ精神科医療施設の精神科救急医療体制における機能   

○再診や比較的軽症の外来患者への対応など、一次的な救急医療について、診  

療所を含めた地域の精神科医療施設が自ら役割を担うとともに、情報窓口の  

整備■周知等を図り、夜間休日を含めた精神医療へのアクセスの確保を図る  

べきである。   

○常時対応型施設については、救命救急センターを参考に、施設の機能評価を  

行い、機能の向上を図るべきである。そのための指標の作成を進めるべきで  

ある。   

○総合病院精神科における精神病床の確保とともに、その機能の充実を図るた  

めの方策について検討すべきである。（再掲）  

http：／／www．mhIw．go．jp／shingi／2009／09／so924－2．htm1  
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第2号（医療機関リスト）  

分類基準に基づき分類きれた医療機関の区分及び当該区分に該当する  

医療機関の名称   

第2号の基準（医療機関リスト）は分類基準に基づき分類された医療機関の  

区分ごとに、当該区分に該当する医療機関の名称を具体的に記載するものであ  

る。   

表示の仕方は任意であるが一般に理解しやすい表示方法の例を以下に示す。   

なお、都道府県は、各分類基準について、対応可能な医療機関を調整してい  

くこととなるが、どの程度の地域ごとに、対応可能な医療機関を調整していく  

加ま、分類基準によって異なり、例えば、重症度・緊急度が高い妊産婦につい  

て、より広域で医療機関の調整を行うことも考えられる。  

傷病者の状況  医療機関のリスト   

重篤（バイタルサイシ等による）  A救命救急センター、B救命救急センター  

脳卒中  
t－PA適応疑い   B救命救急センター、D病院  

疑い  その他   C病院、E病院  
緊  

尋 性  

心筋梗塞（急性冠症候群）疑い   A救命救急センター、E病院  

重 症  A救命救急センター、B救命救急センター、D病院  

多発外傷   A救命救急センター、B救命救急センター  
緊   
急  
度  

その他   C病院  

【  

専  
妊産婦  B救命救急センター、F病院、G病院  

門  小児  B救命救急センター、Jセンター、K病院  
性  

特  
開放骨折  A救命救急センター、B救命救急センター、F病院  

殊  B救命救急センター  
性  

※ 上記の基準は例示であり、分類基準をどう策定するかは地域の実情に応   

じて決定されるものである。  
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○ 参考：東京都における脳卒中の例  

このリストは、「東京都保健医療計画」における脳卒中急性期医療機能を担う  
医療機関の一覧です。  

【注】  

◇このリスト掲載の医療機関は、脳卒中急性期患者の受入可能な態勢をとれる   
日や時間帯があるということです。   
また、救急医療現場の映弾ま、時々刻々と変化するため、受入可能な状態   
かどうかは常に変化します。   

◇「トPAの実施あり」の欄に「O」のついている医療雄関は、t－PA治療（＊）実施に  
必要な態勢をとれる日や時間帯があるということです。  

（＊）t－PA治療・▼・超急性期の脳梗塞治療ゼ、発症後3時間以内に遺伝子組み  
携え型トPA（組織ブラスミノーゲン・アクチベーター）製剤（薬剤名：アル  

テフラーゼ）の静脈内投与による血栓溶解療法を指す。   

◇このリストは、毎月1日付で更新します。  

医療鍵車名   鐘所   t－PAの 喪施あり  

東京逓信病院   千代田区富士見2r14一之3   ○   

駿河台日本大学病院   千代田区神田麟河富1－8－13   q   

聖路御国陰病院   中央区明石町9－1   q   

東京辞済生会中宍病院   考区三田1－4－17   〔）  

高射－10一門  ∩  M  ゴ芦－′         、くさ  
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第3号の基準（観察基準）は、救急隊が傷病者の症状等（状況）を観察（確  

認）するためのものである。この基準は、受入医療機関を選定するために、  

傷病者の状況を正確に把握するためのものであり、特に、第1号の分類基準  

のどの分類に該当するか判断するための材料を、正確に観察することを定め  

るものである。   

例えば、脳卒中疑いについては、一般に救急車を呼ぶべきと啓発されてい  

る内容から、シンシナティ病院前脳卒中スケール、さらには倉敷プレホスピ  

タル脳卒中スケールといった観察基準がある。これらのうちどの基準を用い  

るかは、地域の医療資源の状況等によるものであり、第1号の分類基準に 

る分類による。   

t－PA療法を活用する場合、  

（D 脳卒中が疑わしいものを全てt－PA実施可能な医療機関に集める  

（診 脳卒中が疑われる中でも特にt－PA適応の疑いがあるものを救急隊   

で絞り込んでt－PA実施可能な医療機関に搬送する  

③ 脳卒中が疑われた場合には一旦、診断可能な医療機関に搬送し、必要に   

応じてt－PA実施可能な医療機関に転院搬送する、  

等、種々の対応方策が考えられるが、どういった対応方策で実施するか協議  

した上で、観察基準が決定されることとなる。   

心筋梗塞（急性冠症候群）疑いについても同様であり、心筋梗塞（急性冠  

症候群）が疑われる症状等は、いくつかあるが、例えば堺市の場合では、循  

環器疾患という形でまとめ、まずは「40歳以上」を前提とし「20分以上  

の持続する胸痛」、「肩、下顎（歯）、上腹部、背部の激痛」、「心臓痕＋胸部  

不快感」、「心電図モニターでのST上昇」を基準として採用し、メディカル  

コントロール協議会が示す別の基準を付け加えるという形で整理を行って  

いる（参考（分類基準に関するもの）参照）。  
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なお、‥川傷病者の観察は、単車基準に農足されて↓瑚と  

蜘革づく観察のほ力、、傷病者の状況lこ関する総  

合的な観察が必要である。   

また、救急業務に関しては、活動要領等を策定し一定の基準に基づき実施  

している消防本部もあるが、傷病者の搬送及び受入れに関する実施基準を機  

能させるために、協議会での検討結果を踏まえて、こうした活動要領等につ  

いて適宜見直し、整合性を図っていくことが重要である。  

28  
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参考（観察基準に関するもの）  

脳卒中疑い  

突然に以下いずれかの症状が発症した場合等  

片方の手足・顔半分の麻痔・しびれ（手足のみ、顔のみの場合あり）  

ロレツが回らない、言葉が出ない、他人の言うことが理解できない  

力はあるのに、立てない、歩けない、フラフラする  

社団法人日本脳卒中協会HPより】部改変  

シンシナティ病院前脳卒中スケール  

（CPSS：CincinnatiPrehospitalStroke Scale）  

シンシナティ病院前脳卒中スケール（CPSS）  

・簸めゆがみ（歯を見せ尋ように、ある川ま襲ってもらう）  
正常一級面が左右東商   
異常一片憎が他偶のように動かない。阻では古顔面が廉痔している   

・上肢挙上欄暇させ、1欄間上牧を事上さ草る）   
正常【南側とも同様に挙上、あるいはまったく挙からない   
異常一一価が挙がらない、または他t剛こ比較して挙がらない   

・措奮障書（患者に憶をさせる）   

正常一 斉りなく正確に髄せる   

異常一不明贈な青葉、聞達った曹秦、ある川ままったく悔せない  

解釈：3つの徴侯のうち1つでもあれば、脳卒中の可能性は72％である  

脳卒中病院前救護ガイドライン（脳卒中病院前救護ガイドライン検討委員会  

（日本救急医学会・日本神経救急学会））  
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倉敷プレホスピタル脳卒中スケール  

（KPSS：KurashikiPre．hospjtalStrokeSc＿a．，［B） 

倉敷病院前麟卒中スケL・Tル（kpss）Fig，4  垂酵亭ば13貞   

尭会堂憩  P点  

意識水草                      和務すると賞醸す春  1良  

完全に無反応  2湊   

患者の名前を聞く  

春寒障軍     正廃  ¢息  

不正階  1卓   

患考に目を固ヒで、両手宰を下にし七両腕を伸ばすよう1こ  

口嵐身ぶり手ぶり、パントマイムや指示  右≠   左手  

左右の両線lま並行に抽lまし；如かずに保持でき；0点   0点  

手を車上す串が‘‘保持て簿ず下垂する  1∴ 1烏  

手を黄土することができない  之卓   卑属  
運軌廠痩 

患者に日を閉じて、両下肢をベットから垂上するように 

口重、身利手ぶりプ、パシトマイムで暗示  右足   左足  

左革め南下埠特赦埼せず嘩韓でき挙  P局   中点  

下肢を挙上できるが、牒持できず下垂する   1点  1点  

下肢を車上する・こと：ができない  2点   2点   

患者1ゴ今日l如、い東泉です」を縁り重んて奮う木うi＝指示  

ほうきりと正確に終り返して言ぇ争  q溝  
言語  

言碍は不朝晩偲律が麦わっていない）∴、もしくは異常である1点  

無言占泰うでいるd・首秦による理廃が事った，くできない  2点   

計  ＿＿＿一   

脳卒中病院前救護ガイドライン（脳卒中病院前救護ガイドライン  

検討委員会（日本救急医学会一日本神経救急学会））   

※ N［HSS（nationaIinstitute of health stroke scale）における  

病院前部分の簡易版  
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心筋梗塞（急性冠症候群）疑い  

20分以上の胸部痛、ゝ絞拒痛  

心電図上のST一丁変化、持続性の心室頻拍  

放散痛（肩、腕、頚部、背中）  

随伴症状（チアノーゼ、冷感、嘔気・嘔吐、呼吸困難）  

既往歴（狭心症（ニトロ服用）、心筋梗塞、糖尿病、高血圧）  

等  

○ 確認の実効性を高めるエ夫について  

特に重要な事項等について、観察力ードの策定や活動記録票等を工夫し、   

関係者間で共通認識を図ることが、確認の実効性を高める上で有効である。  

参考：東京消防庁観察力ード  

匝夏至司 ⊂：互コ 匹ヨ 斡  

繊色   正♯  肇噂顧鴨  

二  
奏渡熊擬  

席辣I蝦  
見  

外   

項Fがlつでもあれば、重症と判断する   
裸2 緑色の璃針ま総合的に壬症度古刹ボナる  

叢鮭飲食袴舞：  

200l   

七 事 ■  平月艶用歴：  

31   



第4号（選定基準）  

消商機蘭が傷病者由搬送吉行おうとする医療機蘭を選定するための基  

準   

第4号の基準（選定基準）は、救急隊が、傷病者の観察に基づき医療機関リ  

ストの中から搬送すべき医療機関を選定するための基準である。   

搬送先の選定には、傷病者の観察の結果、医療機関リストのうち当該傷病者  

に適した区分に属する医療機関の中から最も搬送時間が短いものを選定する  

ことが基本であるが、当該医療機関の受入可否状況や搬送すべき傷病者の、か  

かりつけ医療機関の有無等を考慮し、総合的に判断することが必要であり、あ  

らかじめルール化できるものを基準として定めておくことが考えられる。   

こうした選定基準について、観察基準と同様、観察力ードの策定や活動記録  

票等をエ夫し、関係者間で共通認識を図ることが、選定の実効性を高める上で  

有効である（参考（観察基準に関するもの）「○ 確認の実効性を高める工夫  

について」参照）。  
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